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はじめに

対象は、前回と同じく東京本社発行の全国
紙（朝日、毎日、読売、産経、日本経済新聞）
5紙と首都圏が拠点のブロック紙東京新聞の
計6紙の朝刊。記事は主に政治関連とした。
第1回目の連載では、当時の最高権力者で

あった安倍晋三首相の退陣報道を分析し、賛
辞一色の報道に腐心する読売、産経、日経と、
首相に批判的な視点から辛口報道を続ける朝
日、毎日、東京に分かれることを明らかにし
た。
権力の監視についても、その体をなしてい

るとは俄かに言い難い読売、産経、日経と、
距離感を持ちつつ厳しい論調を展開している
朝日、毎日、東京に分類できること明示した。
筆者はこれを政権（与党）寄り3紙と辛口3

紙と形容する。
連載2回目は2022年7月の参院選の投票日

直前に奈良市内で発生した前代未聞の安倍晋
三元首相の狙撃事件を取り上げる。6日後に

は岸田文雄首相が国葬とすることを決定、以
降その是非が議論された。その過程で1980

年代に霊感商法などで社会的に糾弾された
ことのある世界平和統一家庭連合（旧統一教
会）が選挙を通じて自民党と密接に結びつい
ていることが主に辛口3紙などの報道で判明
した。
関係緊密化によって双方にはどんなメリッ
トがあったのか。報道によると、教団側は懇
意となった政治家の “お墨付き” を利用して、
悪名高い霊感商法や法外な献金を迫る手法を
信者に正当化する。その見返りとして政治家
は教団が提供する票やカネ、選挙に際して派
遣する無償の応援を享受できる。これにどっ
ぷり浸かっている姿が明らかになった。
霊感商法被害者救済担当弁護士連絡会編

『証言記録 告発 統一協会・霊感商法』による
と、霊感商法は「人の心の弱さについてはび
こった悪の華」で、訪問販売員を装った統一
協会（世界基督教統一神霊協会）の信者が悩
みを聞きだす。聞き出された悩みは組織的に
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要約

　連載の第2弾である。新聞の重要な役割の1つに「権力の監視」がある。ネットの興隆に伴う発
行部数の減少で経営の屋台骨が揺らぎ始め、この機能が十分に発揮できなくなっているとの見方が
ある。この確認を目指し、ジャーナリズムの貫徹・再生・強化に向けた処方箋を提示したい。今回
は2022年7月に発生した安倍晋三元首相の狙撃事件と国葬の関連の6紙の報道姿勢を分析する。仮
説は、「新聞は権力の監視が出来ていない」。前回と同じく政権寄り3紙と辛口3紙に分かれた。
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伝達され、初めて会う「先生」がそれを自ら
の霊力で言い当てたように装う。驚く被害者
に「先生」は、その悩みがあたかも先祖の因
縁によるものであり、壺や多宝塔などを高額
で購入すれば因縁が溶け、購入しなければさ
らに不幸が続くとたたみかける。こんな手法
を紹介している。
警視庁のホームページでは、「単なるつぼ

や印鑑・置き物などに、あたかも超自然的な
霊力があるように、言葉たくみに思わせて、
不当に高い値段で売り込む」と悪質な商法を
説明している。大学などで広がった教団の原
理運動の深みにはまった学生が学業を放棄す
るケースが目立ち、保護者との間でトラブル
が生じたこともあった。
問題が再浮上したのは、元首相を射殺した

山上徹也容疑者（41）の母親が信者と判明。
山上容疑者が警察の取り調べに対し、狙撃は
母親が家財を一切売却し旧統一教会へ1億円
を献金した結果、家庭が崩壊し苦境に追い込
まれたたための報復と供述したことによる。
教団と自民党の緊密な関係の中心にいたの

が自民党最大派閥清和会を率いる安倍元首相
で、歴史的には反共のタカ派岸信介元首相や
福田赳夫元首相まで遡る。22年7月の参院選
でも教団票の采配や自分の派閥の特定の議員
のため狙撃された元首相が票の取りまとめを
教団へ依頼したとの疑惑が浮上している。
テーマは時系列で4つを対象とした。第1

が凶弾に倒れた元首相の業績、功績、評伝―
など6紙の論調。第2は毀誉褒貶が相半ばし
た元首相の評価が定まっていないにも拘わら
ず岸田首相が決定し、発表した国葬の是非に
対する各紙の報道。
旧統一教会と安倍元首相をはじめとする自

民党政治家との癒着が明らかになり、政治的
な評価が定まらない元首相を国葬にするのは
適当ではないとの世論が盛り上がり、各紙の
9月の世論調査でも反対が優勢で、岸田首相
の支持率が急落している事実がある。

この間、参院選の投票結果が判明。元首相
の悲劇的な最期に同情票が集まったのか、自
民党が大勝した。第3は投票結果に対する6

紙の社説を考察する。第4は並行して明らか
になったカルトとの評もある旧統一教会と選
挙応援などを巡る自民党との不透明な関係に
対する報道。権力を監視するという観点から
6紙はどのような報道を果たしたのかを社説
を中心に確認する。なお、編集の都合で登場
人物の敬称は省略した。

第1章、元首相の狙撃

1、「民主主義を守れ！」
参院選が終盤入りした22年7月8日午前11

時30分すぎ安倍元首相は、遊説のため奈良
市西大寺東町の近鉄大和西大寺駅前北口の
ガードレールに囲まれたロータリーの中の赤
い演台の上に立っていた。奈良選挙区から出
馬、維新の追い上げで、ギリギリの線上に立
たされている自民党・安倍派の候補佐藤啓の
応援のためである。
「皆さん、こんにちは。安倍晋三でござい
ます」。マイクを握って語り始めた。その2

分後、背後から2発の破裂音が響く。元首相
はぐらりと地面の上に倒れた。「狙撃だ」。聴
衆の中から声が上がった。
近くの病院などから医師や看護婦が駆け付
け、緊急蘇生作業が始まる。間もなく、救急
車が到着、元首相はドクターヘリで橿原市の
県立医科大学付属病院に搬送された。昭恵
夫人が東京から病院に駆け付けた午後5時3

分に死亡が確認された。犯人は現場で逮捕さ
れ、元海上自衛隊隊員の山上容疑者と判明し
た。

6紙によると、警察での取り調べに対し容
疑者は犯行動機を「母親が宗教団体にのめり
込んで多額の寄付をし、生活が苦しくなっ
た」「団体トップを狙うつもりだったが安倍
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元首相が団体とつながっていると思ったので
狙った」（7月10日付産経）などと供述した。
宗教団体とは後に問題となる世界平和統一家
庭連合（旧統一教会）である。
戦前は、1932年の5・15事件などで首相官

邸へ乱入した軍部の青年将校に「話せば分か
る」と対応した犬養毅首相が「問答無用」と
銃撃され死亡するなどのテロ事件が多発し
た。
戦後は治安の回復で右翼青年による1960

年10月の浅沼稲次郎の刺殺などを除くと政
治家へのテロは限られており、首相の狙撃な
どはなかったのである。
新聞の扱いはどうだったのか。翌日9日の
朝刊の一面の本記はいずれも横見出しで「安
倍元首相撃たれ死亡」でほぼ一致している。
2番手か3番手の違いはあるが、「奈良で選挙
演説中」（読売）、「奈良で演説中背後から」
（産経）、「参院選演説中」（朝日）「41歳元海
自逮捕」（毎日）などがこれに続く。事実関
係や逮捕された容疑者の供述を盛り込んでお
り、記事の内容はほとんど変わらない。
差が出るのは解説などのサイド記事。これ

は、連載1回目の20年7月の元首相退陣報道
と同じでいずれも主筆や政治部長などによる
解説を準トップに据えている。政権寄り3紙
と辛口3紙の順で比較する。
【読売】は、事実関係を伝える本記の左隣
に前木理一郎編集局長のサイド記事が並ぶ。
見出しは「卑劣な言論封殺 許されぬ」。この
時点では、容疑者の犯行動機の詳細が不明
で、読売だけでなく他紙も政治テロが前提で
記事を執筆している。事実関係の確認にはあ
る程度時間を要するのでこれは致し方なかろ
う。
前木は、「暴力で言論を封じることはどん

なことがあっても許されない」「考え方の違
いは言論で戦わせるべき」と主張。その一方
で、「警備体制はどうなっているのか」と矛
先を警備へ向けている。

興味深いのは、最後に「素顔の安倍元首相
は心優しく、どのような考えの方の人に対し
ても正面から議論をいとわない信念のある政
治家だ。卑劣な蛮行を心から憎む」と人柄を
褒め称える表現で締めくくっていることであ
る。政治部長の経験もある前木は元首相と
度々夕食などをともにし、破格の扱いを受け
ていたことが知られている。庶民に寄り添う
べき記者が権力者である元首相との親密度を
紙面で誇示するのは昨今ネット上に喧伝され
ている新聞と政治家の癒着を確認することに
つながる。裏を返せば元首相の目指した効果
が正にこの記事に現れている。実は元首相退
陣時に解説を執筆したのも前木で同じく親安
倍の中身だった。権力を監視する使命はどこ
へ消えたのだろうか。
安倍シンパを自任する【産経】は各紙の

「社説」に相当する「主張」を1面トップの本
記の脇に据えた。元首相に対して「志半ばで
倒れた安倍氏を心より追悼する」と惜しみな
い賛辞を送っている。見出しは「卑劣なテロ
を糾弾する」、「計り知れぬ大きな損失だ 安
倍氏の死去」。中身は、「言論を封殺しようと
するテロリズムは民主主義に対する悪質な挑
戦」と凶行を指弾。
①経済立て直しに成果②限定的な集団自衛
権行使の道を開いた③同盟の信頼と抑止力は
格段に高まった―などをあげて「大きな業績
を残した政治家であることは強調してもしき
れない」と持ち上げ、最後に「突然の退場は、
日本にとって大きな政治的損失である」と強
調している。メディアの批判を浴びた森友・
加計学園、桜を見る会など一連の疑惑や118

回の国会での虚偽答弁など負の功績について
は言及していない。
【日経】は、論説フェローで政治担当の長
い芹川洋一が「許されざる蛮行」の見出しで
今回の凶行を「信じられない思い」「絶対に
許すことができない」と糾弾している。　
芹川は元首相について「世界に通用する
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リーダーだった」「低下していた日本の国際
的な地位を高め、外交・安全保障で強いリー
ダーシップを発揮してきた」とベタ褒め。
事件の背景について「ネットを含めて言論

空間が極めて先鋭化し、相手を手厳しく批
判、やりこめる風潮が広がっていることがあ
るのではないだろうか」と指摘、「根っこで
必要なのは寛容さである」と結んでいる。ま
さに同感だが、思い出されるのは2017年の
都議選での応援演説でヤジを飛ばした聴衆に
対して元首相が手厳しく批判した件である。
元首相は、意見を異なる相手に対しては国会
の論戦などの場でもヤジを飛ばすなど厳しい
対応をすることで知られていた。芹川の指摘
した風潮の一端を元首相が率先して担ってい
たのではないのか。
辛口3紙はどうか。【朝日】は産経と同じく
本記の隣の1面の準トップに「社説」を据え
た。見出しは「民主主義の破壊許さぬ」。冒
頭「銃弾が打ち砕いたのは民主主義の根幹」
「決して許すことはできない」などの文章が
並ぶ。そして「有権者は大きな驚きに耐えつ
つ、投票日に臨もう」「民主主義を何として
も立て治す。決して手放さない。その覚悟の
時である」と結んでいる。持ち上げるわけで
もけなすわけでもない。
【毎日】は主筆前田浩智による評論。見出
しは「民主主義への愚劣な挑戦」。蛮行を厳
しく指弾する内容は読売、産経、朝日と大差
ない。前田は、「安倍氏は第二次政権以降の
7年8か月に及んだ長期政権の中で異論に耳
を傾けず、数の力を背景に政策を推し進める
姿勢が批判された。野党を敵視する言動も見
られた」と政治姿勢を振り返る一方で、「だ
が、どういう経緯があろうと暴力で言論を葬
り去る行為に理はない」と指弾する。賛辞一
辺倒ではなく、バランス感覚を感じる。
【東京】も準トップに編集局長金井辰樹に
よる「許さぬ。民主主義の破壊」の見出しの
記事を本記の隣に据えた。金井も毎日の前田

と同じく、首相時代に民意を軽視する政権運
営が批判され続けてきた元首相に対して容疑
者がどういう感情を抱いていたのか分からな
いが「衝撃は測り知れない。日本の政治史の
汚点である」と厳しく批判。翌日の投票の重
要性についても言及している。朝日と同じく
称賛する記事は見当たらない。

2、評伝
新聞では、政治家など著名人の死亡を伝え
る報道で故人の功績などを評伝などの形で解
説するのが通例。毀誉褒貶の少なくなかった
元首相は野党の弱体さも手伝って8年8カ月
の首相最長在任記録を樹立した幸運な政治家
だった。取り上げ方も6紙によってかなり異
なる。権力監視を念頭に順に追ってみてみよ
う。
【読売】は政治部出身の論説副委員長の尾
山宏の「評伝」を2面に据えている。元首相
に近い記者だったのか、「常に物事を戦略的
に考える人」「演説で力強く政策を語る姿は
多くの人を引きつけた」「政治担当の記者と
して安倍氏の取材に携われることができたこ
とはこの上ない経験だった」などの追従がズ
ラリと並ぶ。
締めは、「憲法改正や北朝鮮による日本人
拉致問題の解決が実現しなかったのは心残り
だろう」「こんな理不尽な形で命が奪われる
とは悔しくてならない」。感情移入が甚だし
く、権力監視の視点が窺えないのが残念であ
る。

3面の社説も興味深い。「卑劣な凶行に怒
り禁じ得ない」「要人警護の体制不備は重大
だ」が見出し。2019年の参院選で元首相に
ヤジを飛ばした男女が北海道警に排除され、
札幌地裁がこの警備が違法だったとして損害
賠償を命じた判決が惨劇に深く関係している
と指摘している。　
日本国憲法が規定している「言論の自由」
の観点からもヤジを飛ばすことは問題ない。
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にもかかわらず、言論の自由を守るべき先兵
でもある記者がこうした論理を展開するのは
一体どういうことなのか。裁判所の判決も
「言論の自由」に軍配を上げた。過去にこう
した事案がなかったことを考えるとやはり問
題にすべきは過剰警備だろう。
総合誌『世界』の2022年10月号の「ある

警察庁OBの憂い 元首相銃撃事件にみる『政
治と警察』」の記事の中で元警察官僚南隆が
こうした考え方に疑問を呈している。栃木県
警本部長などを歴任した南は、元首相狙撃に
関連して保守派論客がこれを「左翼判決」と
決めつけ、現場の警察が萎縮する原因であ
り、「安倍暗殺の遠因であることは明らか」
と当時ツイッターで書き込み、それがSNS上
に流布したのを取り上げて、➀ヤジとテロは
全く別物②無害なヤジと今回の狙撃事案を混
同して、理性を失ってはならない－などと指
摘している。読売の記事は、この保守派論客
と同列といえるだろう。
品性が問われることもあるヤジは国会の審

議でよく聞かれる。元首相も予算委員会など
で野党の議員の質問に対し頻繁にヤジを飛ば
した。警察の過剰警備を正当化する社説はま
さに権力への追従にほかならない。地方自治
体と連携協定を結び、高級官僚の天下りを
次々と受け入れ、権力との癒着が一段と進む
読売の悪しき実例とは言えまいか。
社説は元首相の功績について➀政治を安定

させた②景気を回復軌道に乗せることに努め
た③安保法制を整備し、日米同盟を強化した
―などを挙げている。だが、疑惑のままの森
友・加計学園、桜を見る会などの疑惑への言
及は一切ないのも情けない。

4面では元首相擁護とも受け取られる5段
の記事を掲載している。見出しは「首相退任
後も中傷続く」「批判先鋭化・演説を妨害」。
中身は、「信念に基づく強い姿勢ゆえに反感
を持つ勢力からは激しい批判を浴びた」。こ
の結果、「首相退任後も、インターネット上

で中傷めいた発言が続いていた」。具体的に
は「うそつきは安倍のはじまり」「安倍辞め
ろ」など。産経の論説委員が記事の中で同じ
趣旨のテーマを取り上げていた。リベラル派
に分類される辛口3紙にこうした記事が見ら
れなかったのはなぜだろうか。
【産経】はどうか。評伝とは明示していな
いが、安倍元首相や自民党を徹底的に擁護、
野党や朝日新聞の論調を批判し続ける名物コ
ラム「極論御免」で知られる阿比留瑠比論説
委員兼政治部編集委員による解説が3面に掲
載されている。20年9月の元首相の退陣に際
しての記事では「3度目の登板の機会もあり
える」「大宰相に、哀心よりお疲れさまと感
謝したい」とエールを送ったことは前回記述
した。
初回の連載でも触れたがNHK政治部から
フリーに転じた岩田明子と並ぶ元首相側近と
して知られ、保守派の愛読する月刊誌などで
一貫して持ち上げる記事の寄稿者でもある。
見出しは、「『天職』を持った稀有な政治
家」。記事は「日本の将来に二重に暗雲が垂
れ込めた」で始まる。「日本を引っ張って来
たリーダーを失う」が理由のようだ。阿比留
は、元首相の功績について➀国民投票法制定
②アベノミクスで雇用創出③国家安全保障会
議の設置、安保関連法の成立④特定機密保護
法や改憲案への「9条への自衛隊明記」－な
どを挙げ、「日本の政治の現在は安倍氏抜き
には語れない」と絶賛している。
阿比留は最後に「24年前に初めて取材し

たときから、安倍氏の政治信条は変わらず、
人柄は優しく誠実なままだった。『天職』を
持つ稀有な政治家の突然の死去が残念でなら
ない」と締めくくっている。負の側面への記
述がないのは読売の尾山と同じ。感情移入が
甚だしく、バランス感覚、権力の監視という
視点とは無縁の記事であることは間違いな
い。
【日経】は政治部出身で元首相に近い政
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治・外交グループ次長の島田学が「時代を画
した保守政治家」「安保関連法・アベノミク
スで功績」の見出しの評伝をまとめている。
島田は「『アベノミクス』を掲げて経済立

て直しを進め、巧みな政権運営で7年8か月
にわたって政権を担った」「国際社会で日本
のプレゼンスを高めた」「日本の外交・安全
保障政策を変えた」などを挙げて功績の大き
さを強調。退任後も「戦う政治家」であり続
け、問題提起をいとわず「政策論議が活発さ
を欠くことはなかった」と評価。狙撃後もマ
イクを握り続けていた元首相に対し「最後ま
で聴衆に語り掛けようとする姿勢に、政治家
一族が受け継いできた覚悟を感じた」と締め
くくっている。これも分断を招いた手法や一
連の疑惑には触れていない。
辛口3紙はどうか。【朝日】は政治部の小
野甲太郎による評伝。見出しは「『現実主義』
求めた保守」「安倍氏『敵・味方』深めた溝」。
環太平洋連携協定（TPP）などを取り上げて
現実主義の政治を紹介。「『敵』と決めると手
厳しいが、『味方』と認めると強い結びつき
を示した」などの具体例を紹介し、分断を深
めた政治手法を解説。「会食では早口で話し、
冗談を飛ばして場を盛り上げた。その明るさ
と情熱に近くで安倍氏と接した人は引きつけ
られた」と人柄を紹介している。功績につい
ては総合3面の1㌻を割き紹介している。「首
相2度 最長政権」が主見出し。①集団的自衛
権を一部容認②改憲に関連し国民投票法成立
③森友・加計学園、桜の会で国会での追及、
関与を否定④アベノミクスによる円安・株高
「官製春闘」を主導⑤通商 TPPなど貿易拡大
－などの個別の見出しで疑惑を含めて紹介し
ている。
【毎日】は毎週月曜の2面のコラム「風知
草」で政治の裏表を連載中の特別編集委員山
田孝男が紹介している。見出しは「座談の名
手 気配りの人」。元首相の挑戦した➀安保法
制②アベノミクス③トランプ米大統領を軸と

する活発な外交④安倍政権をむしばんだ森友
学園、加計学園、桜を見る会－問題⑤首相を
守るための官僚の虚偽答弁、公文書改竄の繰
り返し－などの功罪を簡単に解説。国会の審
議でヤジを飛ばすなどマナーに欠ける印象も
あるが「接してみるとソフトな人物だと感じ
る人が多い。相手の話をよく聞き、気を配る
座談の名手でもあった」とも紹介している。
朝日の小野の評伝と共通するところがある。
同じ5面では「民主主義の破壊 許さない」
が見出しの社説を据えている。凶行を「市民
社会に対する攻撃」と断罪する社説は、①ア
ベノミクス②消費税引き上げ③安保法制整備
－などを進める一方で「賛否が割れる政策を
強引に進めるなど異論に耳を貸さない政治姿
勢が国内世論の『分断』を」招き、一連の疑
惑などが相次ぎ「長期政権のおごり」が指摘
されたと紹介。今回の事件で「政治活動が萎
縮するようなことがあってはならない。自由
な言論を支える民主社会を守らなければなら
ない」と求めている。
評伝はないが【東京】は3面の大型解説「核
心」で元首相の取り組んだテーマを紹介、「保
守・タカ派色の強い政策を推し進め、常に支
持と反発が交錯した」と論評している。見出
しは、「『安倍一強』世論を二分」「解釈改憲
で安保法制定 アベノミクス 果実まだ」。憲
法を「戦後レジーム」の象徴とみなし、改憲
に強い意欲を示し、外交ではトランプ前大統
領との蜜月関係を誇ったが、「対米追従とい
う批判が付きまとった」など。第二次安倍政
権では、「権力集中の負の側面が影」を落と
し、森友・加計学園問題や「桜を見る会」で
の疑惑は長期政権の弊害が指摘され、「『負の
遺産』の清算は岸田政権に持ち越された」と
も言及している。
「言論は暴力に屈しない」が見出しの社説
は「民主主義を破壊する卑劣な暴力を決して
許してはならない」で始まる。「安倍氏の主
張を封じることが狙いなら言語道断」「暴力
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によって言論を封殺してはならない」と蛮行
を指弾する。「多様な人、違った主張がある
からこそ、よりよい未来を構想することがで
きる」と強調している。

3、功績への評価
6紙に目を通して痛感するのが元首相の功

績への共感度の激し過ぎる落差である。機関
紙かと見まがう記事もあり、その違いには仰
天する。
【読売】は参院選投票日の同10日朝刊の
「国家的損失をどう回復する」の見出しの社
説で惜しみない賛辞を送っている。記事は
「国際社会に残した足跡がいかに大きかった
か」「世界中の首脳が発表した安倍元首相へ
の追悼のコメントがそうした事実を物語っ
ている」ではじまる。最後は、「外交手腕に
たけていたのは事実だろう」「今回の事件で、
大事な指導者と安全な国というイメージの双
方を失った。二重の国家的損失」で終わって
いる。
各国の追悼コメントは国家間のプロトコー

ルだから基本は高く評価する内容であること
はある程度は割り引いて受け止める必要があ
ろう。むしろ、首相など政治家の挙げた功績
の評価は、一義的には当該国の国民が判断す
るものであって、外交関係にあった海外の政
治家が下す評価はその次であるのは間違いな
い。弔電が数多く寄せられたことは決して悪
いことではないが、はしゃぎ過ぎることもあ
るまい。
国家的損失と考える識者はゼロではないだ

ろうが、負の遺産を積み増したと感じている
識者も間違いなくいるだろう。功績はさまざ
まな角度から検証すべきだろう。読売は安倍
元首相時代に “御用新聞” と週刊誌から揶揄
されたことがあった。負の側面を捨象して評
価する新聞は果してジャーナリズムなのか。
政党の機関紙となっては自殺行為である。
【産経】はどうだろう。主に3面で元首相

の功績を紹介している。記事の見出しは、「安
倍氏『強い日本』牽引」「外交『戦後レジー
ム』から脱却」「内政 国政選6連勝で最長政
権」など。米国の抜けた残る11カ国をまとめ
て合意にこぎつけた環太平洋連携協定（TPP）
を挙げて、「受動的な脇役に徹する『戦後レ
ジーム』から脱却」、「国際秩序を形成する主
要プレーヤーとして日本を位置づけた点で記
憶されることになろう」と外交手腕をたたえ
た。　
「『強い日本を取り戻す』というゆるぎない
信念と6連勝を導いた卓越した政治手腕」を
指摘。その一方で、アベノミクスについては
「景気のアクセルをふかし続けたことで、産
業の新陳代謝が阻害される今日に至る課題も
残した」「撃たれ弱いアベノミクスの後遺症
でもある」と距離を置いている。
【日経】は7月12日（火）の総合面にコメ
ンテーター秋山浩之が寄せている。見出しは、
「日米同盟『崩壊』に切迫感」「危機脱した安
倍氏の遺訓」。主に元首相が取り組んだ外交
に焦点を当てている。秋山は、「外交や安全
保障の功績の大きさは言うまでもない」「打
ち出したインド太平洋構想は広い支持を集め
いまや主要国の対外戦略となっている」と読
売、産経と同じく称賛一色。
【朝日】は、論説委員などによる記事は見
当たらないが、7月9日（土）の3面で1㌻を
割いて業績を紹介している。全体の記事を
俯瞰する総合見出しは「首相2度 最長政権」。
編集委員や現場の記者による5本の記事が並
び、それぞれの見出しは「外交・安保 集団
的自衛権を一部容認」、「改憲 国民投票法成
立 4項目掲げる」、「アベノミクス 円安・株
高『官製春闘』を主導」、「森友・加計・桜 

国会での追及 関与否定」、「通商 TPPなど自
由貿易拡大」。事実関係が淡々と綴られてい
る。
【毎日】も1㌻を割いて6面で紹介している。
見出しは「レガシー光と影 安倍元首相死去」。
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「『アベノミクス』 2度消費増税」。8年8か月の
安倍政治のレガシー（政治的遺産）について
簡単に紹介している。外交・安全保障政策
は、「北朝鮮の核・ミサイル開発の脅威に対
応するため日米同盟の強化を進めた一方、日
中関係の改善や北方領土を含む日露平和条約
締結交渉は思うように進展しなかった」。ア
ベノミクスについては「景気回復の恩恵は一
部にとどまり、『アベノミクスは格差の拡大
を招いた』との批判も多い。異次元緩和がも
たらす円安が物価高に拍車をかけているとの
見方も強まっている」とプラスマイナスの両
面から総括している。
【東京】は、7月13日付の大型解説「こち
ら特報部」が特集している。主見出しは、「語
録で振り返る 安倍政権の負の遺産」。脇見出
しは、「『バイ マイ アベノミクス』で円安・
物価高」、「福島原発事故を『アンダーコント
ロール』」、「『こんなひとたちに負けるわけに
はいかない』」など。辛口の内容だと推し測
れる。書き出しは、「テレビでは連日元首相
の功績をたたえる報道が目立つように感じる
が、積み残したままの負の遺産も大きい」で
スタート、「負のレガシーと向き合い、どう
克服すべきなのか考えた」。それぞれのテー
マについて課題を指摘、最後に、早稲田大学
の水島朝穂教授の「安倍政権の政策を根本的
に見直し、無視され、切り捨てられた人々の
声を拾い直すことが欠かせない」との発言で
終わっている。

4、参院選結果への論評
参院選の結果を伝える同9日（月）付朝刊

の各紙の報道ぶりはどうだったのか。同情票
の行方などを中心に社説などを見てみよう。
各紙とも自民党の勝利を伝える派手な横見

出しが一面に躍っている。見出しを3本並べ
ると、【読売】が「参院選大勝」「首相、改憲
発議『早期に』」「物価高・防衛力も力点」。
【産経】は、「改憲勢力3分の2 大幅超」「自民 

単独改選過半数」「『1人区』28勝4敗」。【日
経】が「自民大勝 与党改選過半数」「改憲勢
力2／3維持」「参院選　首相、内閣改造へ」。
【朝日】は「自民 改選過半数」「1人区 野
党4勝28敗」「立憲減 第2党は維持 維新伸長」。
【毎日】が「自公大勝 改選過半数」「改憲4党 

3分の2維持」「立憲議席減　維新派増」。【東
京】は「自民大勝 改選過半数」「東京、与野
党分け合う」「1人区 野党4勝28敗」。【読売】
【産経】は憲法改正に力点を置いているのが
分かる。
【読売】の社説は一面本記の隣に政治部長
村尾新一が「ひるまず政策遂行を」の見出し
で岸田首相を激励する解説を掲載。思わぬ援
軍に首相、支える中央官庁もニンマリだろ
う。勝因について「岸田首相の政策運営が評
価されたことに加えて、故人に思いをはせた
有権者も多かったのではないか」と同情票の
上積みの可能性を指摘。政策を全力で遂行す
ることが重大で、「安倍氏も泉下で望んでい
よう」と凶弾に倒れた元首相が突然登場。「憲
法改正の動きも注目されよう」と指摘してい
る。
【産経】は、7月11日（月）の1面の本記の
隣に大谷次郎政治部長による解説を据えた。
見出しは「次は改憲掲げ、信を問え」。社論
でもある改憲推進一色の持論を展開してい
る。大谷は「『黄金の安定期』を手にした首
相は重要課題に取り組みことができる」と強
調。基本政策の転換は「憲法改正にほかなら
ない」「速やかに将来の日本の姿を示した憲
法改正案をまとめ、衆院選と国民投票の “ダ
ブル選挙” で国民に信を問うてはどうか」と
求めている。
一般紙の社説に当たる同日の2面の主張は

見出しが「参院選で与党勝利」「首相は憲法
改正の実現を」「効果見極め物価高に対処せ
よ」。ここでも「今こそ憲法改正をやり遂げ
るとき」と改憲が飛び出す。
その一方で、野党叩きも忘れない。日本維
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新の会の猛追を受けながらも、辛くも野党第
一党に残った立憲民主党に翌日の主張（社
説）で照準を当てている。見出しは「また立
民が敗北 空想的平和主義を捨てよ」。
【日経】の社説の見出しは「民主主義の重
みかみしめ政治を前に」。大勝におごること
なく着実に政治を進めて欲しいとの要請とみ
て良いだろう。冒頭、「有権者は大きな変化
を望まず、政治の安定を求めた」と選挙結果
を分析、元首相が凶弾に倒れた結果自民党へ
流れた同情票などへの言及はない。要望とし
ては、①「新しい資本主義」の肉付けを急げ
②改憲「国民の理解を得ながら議論を進めて
いくべきだ」③「政権を担うに足る野党の存
在は与党のおごりを配するために不可欠。早
急に態勢を立て直し、政策に磨きをかけて欲
しい」－など。
【朝日】は林尚行政治部長による解説と社
説の2本。林の見出しは、「『聞くだけ』政治
は許されない」。岸田首相が自民党総裁選な
どでアピールした自らの「聞く力」の強さを
念頭においていることは間違いない。林は首
相を待つのは「いばらの道」だと指摘。勝因
は「野党の弱さと重要課題の先送りに過ぎな
い」とバッサリ。今後問われるのは具体的
な成果と実行を強調。アベノミクス、改憲は
「進め方次第で、政権基盤は強化と弱体化の
両面の可能性をはらむ」とあくまで辛口であ
る。
社説は「民主主義 実践が問われる 自公勝
利の政治」が見出し。「国民のためになる政
策の実現にどう生かすか」「『丁寧で寛容な政
治』も問われる」と強調。元首相が凶弾に倒
れたことについても触れ、「暴力で思いを遂
げようとの風潮が広がることは何としても防
がねばならない」と指摘。政治姿勢について
も「国民全体に公平公正に奉仕すべき」「異
論を切り捨てる姿勢は、民主主義の原則に反
する」と要望、自民大勝について「これでフ
リーハンドを得たなどと思われては困る」、

改憲についても「数を頼んで拙速に結論を求
めることは許されない」と警告している。
【毎日】は1面で政治部長中田卓二が「今
こそ岸田カラーを」の見出しで首相に呼び掛
けている。中身は「目指す政策の中身と優先
順位を具体的に語り、これまで抑えてきたカ
ラーを出すべきだ」と要望。60％台の高い
支持率を誇ってきた首相だが、何もしなかっ
たことが押し上げたとの見方もあり、行動に
大きく踏み出せとの催促ともいえる。
社説は「国民の不安ぬぐう政治を」が見
出し。「与党が議席を伸ばしたのは、野党が
政権批判の受け皿になれなかったことが一
因」「野党共闘の不発」「足の引っ張り合いも
目立った」と選挙結果を分析。「数の力で強
引に結論を急ぐようなことがあってはならな
い」「看板政策の新しい資本主義は格差是正
を目指して『分配』を重視するはずだったが、
今や、成長に軸足が移り、アベノミクスとの
違いが判らなくなってしまった」と指摘。課
題として金融緩和の見直しや防衛力の整備、
中韓との関係改善、人口減少、財政健全化な
どを列挙している。
【東京】は1面で高山晶一政治部長が解説、
社説でも言及している。関東圏のブロック紙
のため東京の選挙結果に力点を置いているの
が特長でもある。高山の記事の見出しは「大
消費地 首都の選択」。「改選一人区で野党が
惨敗したのは野党候補が競合し政権批判票が
分散した影響が大きい」と分析。高山は「銃
撃事件を受けて与野党は力ではなく話し合い
で一致点を見出す民主主義を守り抜くと決意
したはず」「多様な意見に耳を傾ける正統派
の政治に立ち返り、知恵を集めて危機を克服
して欲しい」と訴えている。
社説は「暮らしの安定最優先に 参院選で
与党過半数」が見出し。「有権者は政治の安
定を望んだ」「首相には『暮らし』の安定を
最優先にした政権運営を求めたい」とする一
方で、「岸田政権に『白紙委任』したわけで
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はない」とクギを刺す。「自民党が主張した
防衛費増や改憲への関心は低かった」とし賃
上げ、少子高齢化対策などを挙げた。
「民意を読み違えてはならない」「『白紙委
任』したわけではない」として「年限を切っ
た『改憲ありき』の姿勢は厳に慎むよう重ね
て求める」と要望。その一方で、野党に対し
て内向き主導権争いに終始した「当然の結
果」、「選挙協力はもちろん政党再編を視野
に、共闘態勢を再構築する必要がある」と指
摘。今回の選挙結果を上手くまとめている。
改憲には歯切れの悪い日経に対し読売、産

経は前のめり。慎重な政権運営を望む方向性
で辛口3紙は一致している。権力を監視する
姿勢の有無の違いが分かろう。

第2章、独断専行

1、内外から哀悼・追悼
元首相が凶弾に倒れた6日後の7月14日、

岸田首相は記者会見し、今秋の安倍元首相の
国葬を発表した。首相経験者の戦後の国葬は
吉田茂首相に次いで2人目。55年ぶりで費用
の約17億円は全額政府が支出する。　
毀誉褒貶が相半ばする元首相について岸田

首相は、「憲政史上最長の8年8か月にわたり
卓越したリーダーシップと実行力で厳しい内
外情勢に直面する我が国のために、首相の重
責を担った」（朝日）と指摘。「我が国は暴力
に屈せず、民主主義を断固として守り抜くと
いう決意を示していく」（読売）と語った。
内外から幅広い哀悼・追悼の意が寄せられて
いるなども理由に加えた。首相はこの時点で
弔問外交に大いに期待を寄せていたが、実際
に国葬に訪れたトップは先進7か国（G7）か
らはカナダのトルドー首相のみ。9月13日挙
行された英エリザベス女王の国葬は欧州や日
本の国王、天皇を筆頭にバイデン大統領、マ
クロン仏大統領、トルドー・カナダ首相ら多

数が出席し、違いを見せつけた。
戦前には首相経験者の法的根拠となる国葬
令があった。これは1947年に失効。これま
で政府が関与した元首相の葬儀は11件。最
も多いのは「内閣・自民党葬」の8件。最近
では、2020年10月の中曽根康弘元首相の内
閣・自民党合同葬に約1400人が招待され、
政府と自民党が折半し、1億9000万円を要し
た。国葬は当時の佐藤栄作首相が野党の賛成
を取り付けて挙行した67年の吉田茂首相の1

例だけ。
なぜ、吉田が国葬になったのか。造船疑獄

（1951年）に連座し東京地検により出されて
いた “吉田学校” 門下生で自由党幹事長の佐
藤に対する逮捕の許諾請求を吉田首相が指揮
権発動によって葬ったことに恩義を感じてい
たことが国葬の決め手になったとの解説があ
る。逮捕されていれば佐藤の後の首相もな
かった可能性が強い。造船各社の社長が多数
逮捕された疑獄は法相犬養健の指揮権発動で
頓挫した。
国民・自民党葬を踏襲せず国葬を選択した
のはなぜか。「首相速断 慎重論制す」（7月24

日）の見出しの【東京】の解説は、国葬につ
いて「官邸には一時ためらう空気」が漂って
いたが、閣議決定すれば法的問題はクリアで
きると判断、「安倍氏の遺志継承を明確にし、
安倍氏がまとめてきた保守勢力の政権支持を
つなぎ留める」狙いもあった。【毎日】は「国
葬開催に踏み切ることで、国際社会での影響
力を高め、安倍氏を支えた保守層を引き寄せ
る好機となる」（7月23日）。【読売】「自民党
の国会議員の4分の1に当たる93人が所属す
る安倍派への配慮もある」「安倍氏の外交面
でのレガシー（政治的遺産）の継承を内外に
打ち出し『弔問外交』の舞台としても活用す
る考えだ」（同21日）。【産経】も同17日付一
面トップの「『国の儀式』官邸決断」「内閣府
設置法で可能　安倍氏国葬」の見出しの記事
で、首相主導で決定したことを伝えている。
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【朝日】は首相の「国葬という高い評価をす
ることで派遣される要人のレベルも高くなり
『弔問外交』につながる。合同葬だったらそ
うはいかない」（同23日）。【日経】は「世論
に配慮」（同15日）との官邸寄りのピンボケ
解説を掲載している。要は、元首相の功績は
ともかく、首相の独断専行による決定。まさ
に、危惧される政権による恣意的な運用とい
えるのではないのか。

2、国葬への社論
国葬決定に対する各社の社説が対照的で面

白い。反対論の目立たなかった決定直後と世
論調査などで反対論が過半数を超えた8月中
旬以降は論調や書きぶりが微妙に異なってく
る。7月中旬時点ではどうか。同16日に取り
上げた【読売】の見出しは、「内外の痛む声
を踏まえた判断 安倍氏国葬に」。「元首相が
演説中に銃撃された衝撃の大きさや、内外の
多くの人が死を悼んでいることを踏まえた判
断なのだろう。静かに見守りたい」。「追悼方
法をめぐって論争となれば国際社会にどう映
るか。そんな事態を遺族も望んでいまい」。
国葬は本来、首相の功績に対して主権者で

ある国民がどう評価するのかの意味合いが大
きいと考えるのが自然だろう。読売の特異な
点は主権者である国民の受け止め方、考え方
の視点が皆無なこと。権力を監視するジャー
ナリズムの視点からは、説明責任や透明性に
欠ける決定過程やその問題点を考察するのが
本来の使命ではないのか。ジャーナリズムは
政権与党の応援団ではないはずである。
【産経】は7月14日と同26日に2度にわたっ
て掲載した。14日の見出しは「安倍元首相 

心込めた国葬で送りたい」。「国際社会が示し
てくれた追悼にふさわしい礼遇を示すことが
大切」「国葬こそ当然の礼節」「功績は吉田氏
に劣らない」が主な内容。

26日の主張は野党への批判で、「安倍元首
相の国葬 野党の反対理解できぬ」が見出し。

「批判はいずれも的外れ」「国葬で各国の首脳
とともにしのぶのは、国益にかなっている」
と主張。国益とは一体何なのか。主権者の国
民の視点が欠如し、説得力に欠ける。
【日経】は7月23日に掲載した。見出しは
「広く国民の理解を得る国葬に」。中身は、「判
断は理解できるが、（略）慎重論もある」「政
権運営への評価が分かれているのも事実」
「政治的評価を他者に押し付けるような言動
は慎むべき」「透明性を高め、広く理解を得
られる形での実施を目指してほしい」などと
要望する。現状追認型といってよいだろう。
首相の説明不足などをもっと厳しく指摘して
も良かったのでは。
【朝日】は、7月20日に初めて取り上げた。
見出しは、「『国葬』に疑問と懸念 安倍氏を
悼む」。業績には賛否両論あり、「党内外の保
守勢力への配慮だとしたら、幅広い国民の理
解からは遠ざかる」「弔意に強制があっては
ならない」「自由な論評を許さぬ風潮が生ま
れれば、それこそ民主主義の危機」と強調し
ている。最後の「自由な論評を許さぬ風潮」
は国葬反対の意見であることは明らか。
【毎日】も7月16日と同23日の2回掲載して
いる。16日の見出しは「安倍元首相の『国葬』 
国民の思い尊重する形に」。「多くの国民の理
解を得られる形にすることが望ましい」「首
相経験者の業績で判断することになれば、時
の政権によって恣意的に運用されることがあ
り得る」「安倍氏の歴史的評価は定まってい
ない」「世論の分断を招かぬよう丁寧に進め
なければならない」と慎重姿勢を打ち出して
いる。23日の見出しは「なぜ国会説明しな
いのか 安倍氏『国葬』を決定」。国会を召集
し、詳細な説明を求めている。
【東京】は7月20日と同23日に取り上げた。

「国民の分断を懸念する 安倍氏『国葬』」が
見出し。「反対論がある中でなぜ国葬なのか」
と疑問点をぶつけている。「安倍政権には評
価の一方、根強い批判もある」「森友・加計
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学園や桜を見る会を巡る問題では権力の私物
化も指摘された」「反対論が出るのは当然」
「自民党こそが葬儀の主催者となるべき」な
どと主張している。
同23日の社説の「ぎろんの森」は、「『国

葬』閣議決定の問題点」の見出しでその是非
を考察している。指摘するのは「法的根拠の
希薄さ」で、首相はその根拠を内閣府設置法
に求めている。だが、国葬の対象人物や功績
の基準に関して法律に明確な基準はない。閣
議決定のみによる実施は法治主義に反し、費
用のすべてを国会の議決を経ずに一般予備費
から拠出するのは財政民主主義に反するなど
と指摘している。

7月16日の大型特集「こちら特報部」は元
首相の国葬の実施の是非についての考察。見
出しは、「安倍氏国葬」「違和感あり」「中曽
根氏上回る2億円超か 改憲など政治利用も」。
最近は政府、政党、国民有志による合同葬が
一般的なのにもかかわらずなぜ国葬なのか
の根拠を考察。元首相が国葬に値するか、功
績をあげたのかを分析。国葬に否定的な意見
を紹介し、「国葬の判断はいわば政権の裁量。
『安倍元首相の遺志』が改憲などさまざまな
場面で政治利用されていく怖さがある」で締
めくくっている。
第3章では、山上容疑者の警察での供述し

た世界平和統一家庭連合（旧統一教会）と
岸・安倍家、自民党との癒着について焦点を
当てた。

第3章、旧統一教会が浮上

1、世界平和統一家庭連合（旧統一教会）とは
自民党との深い関係が喧伝される世界平和

統一家庭連合（旧統一教会）とは何か。ウェ
ブサイトの中でミッション（使命）を「私た
ちは “天の父母様の下の人類一家族” という
理念に基づき、真の愛を中心とした為に生き

る生活と真の家庭運動の推進を通して、自
由・平和・統一・幸福の神統一世界を実現し
ます」とうたっている。この使命のため「生
きる幸せな家庭 地域と共にある教会 国会と
世界に貢献する家庭連合というビジョンを掲
げて取り組んでいます」と説明している。

1980年代に注目されるきっかけとなった
のは、当時のトップアイドルの桜田淳子ら知
名人が教団主催の、教祖文鮮明によって選ば
れた、未だ会ったこともない相手と結婚する
異常な「合同結婚式」に92年に参加したこ
とによる。
北朝鮮生まれで、戦前日本で教育を受けた
ことなどもある教祖文鮮明は54年に世界基
督教統一神霊協会（旧統一教会）を創立、日
本でも布教され、日本支部が間もなく設立さ
れた。教義は教祖による思想・理論（統一原
理）によって理想の家庭や世界平和を実現す
る。日本基督教会出版局の『統一協会＝原理
運動』によると、この統一協会の教えを「統
一原理」と呼び、それを広めるための学生組
織が原理研究会（原理研）。サークル活動や
ハイキングなどの名を語って学生を勧誘し、
「修練会」という洗脳のための合宿へ出かけ
信者を増やす活動に力を入れた。基督教会が
「協会」と記述しているのは旧統一教会を「教
会」と認めていないことによる。
これとは、別に、68年には共産主義の脅

威に対抗するため「国際勝共連合」（勝共連
合）を立ち上げ、2005年には「宇宙平和連
合」などを創設している。メディア部門への
進出も積極的で1975年に「世界日報」を日
本で創刊した。霊感商法が社会問題になるの
は1980年代から。2015年に世界平和統一家
庭連合へ名称変更した。22年9月16日付の朝
日新聞によると、信者は日本の約4万人に対
し韓国は約2万人と少ない。

2、自民党との関係
紙面の見出しに世界平和統一家庭連合（旧
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統一教会）が登場したのは、事件発生の6日
目の7月14日朝刊あたりから。山上容疑者が
警察での取り調べに対して元首相銃撃の動機
とし同団体名を挙げて「恨みがあった」と供
述したのがきっかけ。
記事をいくつか紹介すると、【朝日】の同

日朝刊の見出しは、「容疑者母 献金『1億円
超』」「安倍氏銃撃 旧統一教会に親族証言」。
「母が入信し、教会への献金で生活が苦しく
なり、恨んでいた」「トップを狙おうとした
が難しく、安倍元首相が統一教会と近いので
殺そうと思った」との趣旨の供述をし、「統
一教会で人生がめちゃくちゃになった」と漏
らしている。【読売】も同日付朝刊の準トッ
プで報道、見出しは「容疑者母献金1億円」
「旧統一教会に 自宅も売却、破産 安倍元首相
銃撃」。他紙もほぼ同じ内容。
うち目立つのが【東京】が同日付の大型特

集「こちら特報部」で、旧統一教会と自民党
の癒着について早くも解説している。見出し
は、「旧統一教会と自民党」「『権力者応援で
被害拡大』」「団体と政治 相互利用」「霊感商
法、合同結婚式問題に」「反共運動岸氏らと
結びつく」など。記事は、「（保守政治家と結
びつくことで）団体にとって理念の実現や運
動が守られることへの期待がある」「元首相
と旧統一教会の関係について組織票に加え、
秘書や選挙の運動員などの人員を提供してく
れる有用な存在」「社会問題化した団体に政
治家がエールを送ると、警察が手を出しにく
くなる」などの専門家の言葉を引用してい
る。
その後は、調査報道による旧統一教会と自

民党など政界との癒着の解明や社会面を中心
に山上容疑者の供述を軸とした記事が中心と
なる。多くが辛口3紙に掲載され、自民党寄
りの読売、産経はわずか、日経はさらに少な
い。このスキャンダルが政権与党に不利と受
け止めているのだろうか。
自民党議員と旧統一教会の接点が掲載さ

れ始めたのは辛口3紙を中心に約2週間後の7

月26日付朝刊から。【朝日】は社会面に「旧
統一教会と接点 議員次々」の見出しが躍る。
登場するのは安倍氏の元首相秘書官で7月の
参院選で比例区から当選した井上義行（自
民）で教団の賛同会員であることが判明。そ
れ以外にも選挙活動の支援を受けた愛媛3区
選出の井原巧衆院議員（自民）、パーティ券
でお世話になった末松信介文科相、イベント
に出席した萩生田光一経済産業相など。野党
議員も登場する。
【毎日】は同27日の特集「焦点」で、元首
相の実弟の岸信夫防衛相が会見で「お付き合
いがあり、選挙の際もお手伝いいただいてい
る」と明らかにしたケースなどを取り上げ、
政界に拡がる旧統一教会との関係を紹介。祝
電を送った野党議員もみられるが、「目立つ
のは安倍派議員」「同派には教会と共通する
主張を掲げる保守系議員が多い」とまとめて
いる。
古賀攻専門編集委員によるコラム「水説」
では、「旧統一教会への依存」の見出しで前
回の参院選では統一教会の支援で当選した宮
島喜文元参院議員が、今回は出馬しなかった
理由を「当選後さまざまな要求があり、もう
これ以上付き合えないと判断したのが真相」
と紹介している。選挙でのカネ、票、応援な
どと引き換えに旧統一教会から無理難題を含
むさまざまな要求があり、対応に苦労してい
る政治家の実態が分かる。宮島は朝日や東京
の紙面にも登場している。

第4章、火を噴く教団問題

1、旧統一教会と国葬の世論調査
では、一般市民は国葬をどう受け止めてい
るのだろうか。賛成なのか反対なのか。首相
が国葬を発表した5日後の7月19日に【NHK】
が公表した調査では、国葬実施の決定を評
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価「する」49％、「しない」38％で、支持派
が上回っていた。だが、その後、霊感商法で
社会問題化した旧統一教会と自民党や岸・安
倍家との緊密な関係が表面化すると一転下
落、8月21日の【毎日】の調査では「反対」
53％、「賛成」30％と逆転する。週刊誌やラ
ジオ番組などの調査ではさらに反対が増え
る。
この間各紙が掲載した世論調査の結果は、

【日経】（調査7月29日～30日）が賛成43％、
反対47％。【読売】（8月5日～7日）が「評価
する」49％、「しない」46％。【共同通信】（8

月10日～11日）は「納得できる」42・5％、
「できない」56％。読売だけ賛成が多いがそ
れも9月5日付の紙面で、国葬実施「評価し
ない」56％、「する」38％と逆転した。
【週刊文春】の「文春オンライン」が7月

30日から8月7日に実施したアンケートでは、
反対が79・7％、賛成が16.7％。TBSのラジ
オ番組が国葬決定の翌日実施したリスナーに
対するアンケートでは95％が反対だった。
地方紙も反対が多く、名古屋が拠点の【中

日新聞】の7月下旬にLINEによる調査では、
どちらかを含めて反対が76・4％で賛成の
21・4％を大きく上回った。

2、当初は目立たなかった反対論
元首相が凶弾に倒れた翌週に国葬を閣議決

定して以降、野党にはもちろん国民に対しな
ぜそうした判断を下したのかの岸田首相は詳
細な理由を説明しなかった。「当然一般の支
持を得られる」と根拠なしに思い込んでいた
ようである。
事件直後の喪に服するという社会的儀礼も

あり、野党はもちろん国民も国葬に対する明
確な反対の声をあげてはいなかった。国葬に
岸田首相が初めて言及した7月14日の記者会
見の関連では、野党の反論はなく、社民党の
福島瑞穂党首が「国葬にする基準が不明確で
はないか」と疑問を呈した程度。だが、7月

15日に「国家として全面的に公認し、安倍
氏の政治的評価を事実上強制する」（日本共
産党）、「国葬とすることで、評価の大きく分
かれる政策をレガシー（遺産）として正当化
することは許されない」（れいわ新選組）、「国
葬で国民に安倍氏の政治的評価を事実上強制
する」（社民党）と反対の談話などを発表し
た。
政府が国葬を9月27日に実施することを閣
議決定した7月22日になって立憲民主党の泉
健太代表は初めて「なし崩し的な形で準備が
進められようとしている」「反対だと表明し
たい」へ転じた。これは、判断の経緯や基準
などを国会で説明するよう繰り返し求めてき
たが、首相が真摯に対応する姿勢が見られな
かったためである。公明、維新、国民民主な
どは基本的に国葬には賛成の立場。立憲民主
党、共産党、れいわ新選組、社民党は9月末
の国葬に参加しないことを発表している。
国葬に支持や実施に理解ある立場を見せて
きた与党寄りの3紙に対して、一貫して疑問
の姿勢を示してきたのは【東京】である。同
紙の大型特集「こちら特報部」は、7月14日、
15日、16日と3日連続で分析した。14日の内
容は、半世紀以上前に遡るとされる旧統一教
会と自民党の関係の分析で同15日には「こ
んな人たちに負けるわけにはいかない」など
の語録をベースに安倍氏の負のレガシー（遺
産）を考察。16日は、不誠実な国会答弁も
目立ち負の部分も大きい安倍氏国葬は違和感
もあり、「おいそれと公金支出を認めて良い
ものか」との問題意識から。東京はその後も
この種の調査報道を一貫して続けた。
興味深いのは同26日に掲載した元首相の
後継を自任していた下村博文文科相時代の
2015年に実現したこちら特報部の「旧統一
教会名称変更のなぞ」と同27日の田原牧論
説委員兼編集委員による「視点 私はこう見
る」。なぜ名称変更が必要だったのか。特集
では、「霊感商法で悪名高くなった統一教会
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の名称を変えることで、勧誘活動がしやすく
なるから」とのジャーナリストの鈴木エイト
のコメントを掲載している。文科省側は実態
が変わらないので名称変更をなかなか認めな
かった経緯がある。それが下村文科相時代に
急転直下、認められた。下村は旧統一教会系
の世界日報社から6万円の寄付を受けている。
田原は岸・安倍家との関係を言及していて

興味深い。党内タカ派の岸信介元首相は、旧
統一教会系の舞踊団体「リトルエンジェルズ」
の日本の後援会長で、傘下の国際勝共連合が
推進した「世界反共連盟日本大会（1970年、
東京）」では大会推進委員長を務めた。両社
が懇意になった理由について、韓国の朴正煕
政権下で反共突撃隊を担った旧統一教会は、
日韓基本条約で暗躍した岸や右翼の児玉誉士
夫と裏社会でつながり、岸と同教会の関係も
「そうした右派人脈の一片に位置付けられる」
「安倍氏の命を奪った凶弾は、こうした保守
派の裏面史と切り離せない」と結んでいる。

3、会期3日の臨時国会に厳しい社説
参院選の結果を受けて、新正副議長などを

決めるために開く臨時国会の8月3日の召集
が7月26日に決定した。与党の3日間の会期
提案に対し野党は国葬についての国会説明な
どを求めて大幅な会期延長を求めた。だが自
民党はこれに応じず、国葬の説明は、閉会中
審査を開くことで自民党と立憲民主党が折り
合った。
この間【朝日】は7月28日の社説で、臨時
国会について「（国葬の）数々の疑問や懸念
に直接答えねばならない」「わずか3日の会期
で閉じるならば国葬に対する違和感を強める
だけだろう」「政権は野党が求める十分な会
期を確保して、一連の課題に真摯に向き合う
べきだ」と要求。【毎日】は8月3日の社説で、
「本来なら十分な時間を確保して審議を尽く
すのが筋」「政府方針を追認するだけに終わ
りかねない」と指摘。背景にある旧統一教会

との自民の関係も国会審議を通じて明らかに
されなければならない、などとしてやはり会
期延長を求めた。
【東京】も同4日の社説で国葬を巡って国
論が二分されている点を指摘。自民党安倍派
の議員を中心に政界と旧統一教会の不透明な
関係が浮上しており、政策決定への影響がな
かったのか徹底究明のためにも「（臨時国会
の）会期を延長して議論尽くすべきだ」と要
求している。与党寄り3紙の会期延長への言
及はほとんどない。
臨時国会は8月6日に閉幕、野党が要求し

ていた国葬などについての岸田首相からの説
明はこの場でなかった。同9日の【朝日】は、
社説で、「許されぬ政治の怠慢」との見出し
で批判記事を掲載。自民党の両院議員総会で
新型コロナなどをあげて「戦後最大級の難局
に直面している」とした首相に対し、社説
は、国葬や旧統一教会と政治の関係について
「国民に明らかにすべきだったのではないか」
「不都合な議論や説明から逃げたのではない
か」「政治の怠慢」と厳しく指弾した。
「臨時国会閉会　政治の劣化を浮き彫りに
した」の見出しの【読売】の同6日付社説は
違う角度からの論評で、「元首相の追悼演説
は先送りされた」「国会を欠席している新人
議員もいる」などをあげて「政治の劣化がは
なはだしい」と批判。「さまざまな問題につ
いて丁寧に論じ合わなければならない」と指
摘している。本来、臨時国会で、元首相を国
葬にすることにした理由を首相は説明すべき
なのにもかかわらず、閉幕。主権者に対する
説明責任を問うべきジャーナリズムとしては
残念ながらピンボケ感は払しょくできない。

4、清算を求める社説
既に触れたように旧統一教会と政界の関係
は7月26日の岸防衛相（当時）の会見で火を
噴く。「今となっては責任を感じる」と語っ
た自民党の下村博文科相時代の2015年に実
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現した教団の名称変更も焦点として浮上。日
本維新の会や立憲民主党も党内調査の結果、
議員などと接点があったことを発表した。
追い詰められた岸田首相は同10日に中央
突破を図ったということだろうか、内閣改造
を突然断行し、態勢の再構築を図った。翌日
の各紙の社説はどうだったのか。
【読売】の見出しは「政策目標を明確にし、
結果示せ 岸田改造内閣」。「着実に結果を出
さなければならない」と叱咤激励、旧統一教
会問題では「高額献金の実態解明が急務」「早
急に実態解明し、違法行為があれば刑事、民
事の両面から厳しく対処する必要がある」と
要請している。
「一刻も早く国難に対処を 第二次改造内閣」
が見出しの【産経】は、改造の断行は「旧統
一教会と自民党の関わりが取り沙汰されたこ
とで内閣支持率も下落し、早期に人心一新を
図る必要があると判断したためだ」「霊感商
法や合同結婚式などによって多くの被害者を
出した団体から選挙で支援を受けることが有
権者の理解を得られない事実を自民党は肝
に銘じなければならない」と警告。同時に、
数々の国難が待ち構えていると改造内閣へ気
合を入れている。安倍元首相へ並々ならぬ共
感を寄せていた産経は「国難」という表現が
好きなようで、岸田政権下でも様々な局面で
危機感を煽るこの表現を使っている。
「改造内閣は改革の具体化と実行を急げ」
が見出しの【日経】は、「手堅い布陣」「改革
を大胆に前に進めて欲しい」「与党勝利で基
盤は安定した」と高く評価。その一方で、「看
板政策『新しい資本主義』の具体化は遅れ、
経済再生への道筋はかすんでいる」「同団体
（旧統一教会）の選挙支援やパーティ券購入
といった政治への関与が国民の不信を招いて
いる」「自民党は所属議員らの調査を徹底し、
関係を早急に是正する責任がある」と求めて
いる。これも読売、産経と同じく政権を叱咤
激励する内容。

これと真逆の論調を展開したのが辛口3紙。
「教団との関係を清算せよ」が見出しの同11

日付の【朝日】は、「『心機一転、難局突破、
政策断行に邁進したい』という岸田首相の狙
いに沿った人事に違いないが、問題はその先
である」と指摘。「教団と歴史的に深い関係
を築いてきた自民党が、本当に関係を断ち切
れるのか」と疑問視。「この問題に真摯に対
応するかどうかは、政権の本気度を占う試金
石となる」「内向きの姿勢では国民の厳しい
視線から逃れることはできまい」と、決断を
求めている。
【毎日】の見出しは「これでは決別ができ
ない 内閣改造と旧統一教会」で、冒頭、「問
われたのは政府・自民党が旧統一教会と明確
に決別できるかどうかだった」と前置きし、
「教団と多くの自民党議員の浅からぬ関係が
相次いで明らかになった」「支持率が急落し
ているのはその影響が大きい」と警告。「疑
念を持たれているのは、自民党議員が選挙支
援を受けることなどと引き換えに教団の活動
に事実上の『お墨付き』を与えてきたのでは
ないかという点」「その結果、霊感商法や高
額献金の被害が続いた可能性がある」「国葬
に対しても反対の意見が広がっている」と指
摘。「派閥均衡と保守層への配慮という『内
向きの論理』が優先された形だ」「早急に国
会を開くべき」「国民の疑問に答えるととも
に、目指すべき日本の針路を示す責任があ
る」と要求している。
実は、毎日は、2週間以上前の7月27日の

社説で自民党に対し旧統一教会との関係の絶
縁を求めていた。6紙では初めて。見出しは
「関係の清算を強く求める 自民党と旧統一協
会」。中身は、1980年代に霊感商法とのかか
わりが指摘され、社会問題となってきたこと
を指摘。68年に発足した反共の教団系の「国
際勝共連合」は岸信介首相ら自民党タカ派を
中心に日本政界との緊密な関係を構築。政治
家にとってありがたかったのは資金援助、組
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織票以上にビラ配り、ポスター張りでの支援
で、持ちつ持たれつの関係にあった。これら
を「国民に説明するとともに、教団との関
係を清算すべきである」と求めていたのであ
る。
【東京】はどうか。「疑念を払拭できるのか 

岸田改造内閣が発足」が見出しの社説は冒
頭、「旧統一教会との関係を、徹底的に調べ
関係を断つことが前提だが首相はその姿勢に
乏しく、国民の疑念を払拭するには程遠い」
「疑念が国民の政治不信を生んでいる」と手
厳しく指弾。その上で、自民党の改憲草案が
旧統一教会系政治団体の改憲案と酷似してい
ることなどをあげて、「国民への説明を尽く
すべき」、「臨時国会を早期に召集すべき」と
求めている。
興味深いのはこの頃、SNS上に拡散してい
た産経論説委員阿比留の7月10日付のツイッ
ターへの書き込みである。中身は「なんか勘
違いしている人が多いが、少し以前は、国会
裏の議員会館の議員事務所を回ると統一協会
の機関誌が普通に置かれていた。統一協会だ
けでなく他の宗教団体もそう。野党も含め、
政党は各種宗教から選挙支援を受けている」。
「カルトを正当化している」との批判がSNS

上で相次いでいた。
1992年に出版された「若者と宗教」研究

会著『統一教会の内幕』（エール出版）の第
6章に「統一教会にとりこまれる政治家・文
化人たち」がある。そこには日本共産党ブッ
クレット『霊感商法の勝共連合＝統一協会』
からの引用と但し書き付きで、政治家の一覧
表が掲載されている。関連団体の機関紙『思
想新聞』に名刺広告を出した与野党の政治家
たち約130人の名前だ。小泉純一郎、羽田孜、
麻生太郎などの首相経験者のほか、小沢一
郎、二階俊博、額賀福四郎など今なお現役で
活躍中の大物議員の名前も掲載されている。
その9割以上が自民党議員。当時から永田町
と旧統一教会は密接な関係のあったことが分

かる。それはまさに阿比留の指摘のとおりで
あるが、それによって癒着が正当化されるわ
けでもないことは今回の一連の報道で明らか
である。
岸田首相の判断で旧統一教会と接点のある
議員を外して断行された改造だが、各紙の調
査報道や記者会見などを通じて新任閣僚の関
与が明らかになる。事態を憂慮した【産経】
は、8月12日付けの主張（社説）でこれを取
り上げた。見出しは、「政治と旧統一教会」。
「政府や政治家は、疑念を払しょくできない
教団とは明確に一線を画すべき」「まっとう
な政治活動や政策まで白眼視される状況を深
刻に受け止めなければならない」「国民の信
用、信頼を失えば、政治は前に進めない」。
まさに正論である。
直後に実施された世論調査でも支持率回復
のため断行した改造の効果はなかった。同
12日付けの【読売】は、前月調査の65％か
ら51％へ下落。【日経】は同1ポイント下落
し、57％。同22日付けの【毎日】の調査では、
前月調査から16ポイント下落し36％と発足
以来最低となった。不支持は17ポイントアッ
プの54％。8月29日付けの【朝日】の内閣支
持率は急落し47％で、前月調査から10㌽低
下した。8月中旬からは国会周辺で「国葬反
対」の集会が開かれ、デモが見られ始める。
最近のスキャンダル報道では、週刊誌が先
行し、それを一般紙が追うという傾向がみら
れる。この旧統一教会と政治の問題について
も同様で、東京新聞に8月21日付で掲載され
た月刊『創』編集長の篠田博之による『週刊
誌を読む』（同14日～20日）が興味深い。見
出しは、「安倍派と深い関係明らかに 旧統一
教会と自民党」。取り上げているのは、『週刊
新潮』（8月25日号）のスクープ。先の参院
選で萩生田光一政調会長（訪問時は経済産業
相）が同出馬のタレント生稲晃子を伴って八
王子市内の旧統一教会関連施設を訪問してい
た事実。「改造しても『統一教会』ベッタリ
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内閣」の見出しをつけている。本人も大筋で
それを認めた。関係は以前から指摘されてき
たが、今回の報道でそれが予想以上に深いこ
とが明らかになったというのである。
もう一つは、『週刊ポスト』（9月2日号）の

解説記事で、「岸田総理の手に負えない安倍
派の旧統一教会汚染」がタイトル。安倍派は
かつて傍流派閥だったからこそ旧統一教会と
結び付きを強めてきたとして「安倍家と旧統
一教会の接点は岸信介氏から始まるが、派閥
としての関係は自民党幹事長や外相を務めた
安倍晋太郎氏だった」などと言及している。
岸の自宅の隣が当時旧統一教会の本部だった
ことも関係を緊密化させた事情があるのだろ
う。

第5章、社論の変化

1、9月の関連記事
辛口3紙の紙面には、8月下旬から萩生田
政調会長（前経済産業相）など個別の政治家
に焦点を当て旧統一教会と政界の関係や議員
対象に実施したアンケートのほか霊感商法、
高額献金、信者勧誘の手法などさまざまな
テーマに焦点を当てた記事が連日掲載されて
いる。だが、与党寄りの3紙は旧統一教会と
政界の癒着を明らかにするこうした記事はほ
とんど掲載していない。閣僚など有力政治家
の会見や政局との関連で社説が取り上げてい
る程度。政権寄り3紙を購読している読者は、
今回の問題をほとんど知らない由々しい事態
が生じていることが憂慮される。
まず、辛口3紙に掲載された9月上旬の10

日間の主な関連の記事を紹介し、最後に8、
9月の6紙の社説を比べてみよう。【朝日】は
9月3日の紙面に独自の取材による、「旧統一
教会側と接点18人」「自民新役員ら74人中催
し物参加など」の見出しの記事を掲載。自民
党の新しい党役員や部会長ら国会議員74人

のうち18人が旧統一教会側との接点がある
と認めたことを明らかにした。同4日には一
面トップに全国の国会議員、知事、地方議員
の3000人に対するオンラインアンケート調
査を据えた。教団との接点を認めたのは447

人。内訳は、国会議員150人、都道府県議は
290人、知事7人。自民党が8割を占めている。
票が欲しくて依頼を断れなかったとの回答が
多かった。5日は一面で旧統一教会の創始者
が提唱し、教団や友好団体が推進した「日韓
トンネル」構想を紹介。総工費10兆円で献
金を集める名目にした。都内で開かれたこの
ための結成大会には自民党の議員が出席し
た。

6日は総合3面で教団や友好団体の主張と
共通点の多い自民党の政策に焦点を当てた。
とりわけ重なるのが「国家」や「家族」。7

日は一転公表された国葬費16億6000万円を
舞台裏や中身を分析。8日は前尾繁三郎衆院
議長の秘書を務めていた平野貞夫元参議院議
員へのインタビューを掲載、この中で当時の
吉国一郎内閣法制局長官が三木武夫首相に対
し「法制度がない」「三権の了承が必要」と
の見解を示していたことを証言。三木首相が
佐藤栄作元首相の国葬を見送ったのは野党へ
の配慮が決定的な違いともしている。9日は
自民党が発表した点検結果を一面トップで掲
載。10日は4日に掲載したオンライン調査の
詳報を、1ページを割いて報じている。
【毎日】の9月1日は、社会面で、国会議事
堂前で開かれた市民団体による「安倍元首相
の『国葬』に反対する実行委員会」での様子
などを含んだ「街の声」を紹介。3日はコラ
ム「時の在りか」で伊藤智永専門編集委員が
「石橋湛山は国葬に反対した」とのタイトル
で当時の山県有朋の国葬を紹介。1万人収容
の仮小屋に数百人しか参列しなかったが、1

カ月後の大隈重信の国民葬には30万人が詰
めかけた事例を引用している。

5日のコラム「風知草」では、特別編集委
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員の山田孝男が「選挙と宗教 聞きたいこと」
のタイトルで元首相の国葬について言及して
いる。山田は、「元首相は旧統一教会を含む
多くの宗教団体と親密であり、自力当選のお
ぼつかない選挙の候補者に宗教票を割り振る
＜世話役＞の顔を持っていた。その力で周囲
を心服させ権力基盤を固めた面があった」と
分析。「80年代以降の教団の反社会的な活動、
それを知りながら教団の支援に頼った自民党
の責任」と指摘している。

9日は3日続きの連載「蜜月 統一教会と自
民党 上」がスタート。見出しは、「安倍氏
『差配』当選の鍵」「『関係断絶指示と国葬 矛
盾』」。この中で、教団と自民党の関係がどう
築かれ、なぜ続いてきたのかを迫っている。
10日は連載の2回目。見出しは「萩生田氏 

後手の釈明」「元信者『毎月、教会に来てい
た』」。政調会長萩生田が否定する教団との密
接な関係を紹介している。
【東京】は、9月1日は社会面で自民党都議
が旧統一教会と関係が深い日刊紙『世界日
報』が2017年7月から22年3月にかけて政務
活動費から約13万円支出していたことのほ
か国会前で開かれた市民による国葬反対の前
日の抗議集会を取り上げた。3日は一面トッ
プで旧統一系団体が「家庭教育支援法の制定
を求める意見書」を神奈川県内の市町村議会
に陳情していたことを伝えた。同支援法は野
党が公権力の家庭教育への介入を招くと反発
し、棚上げになっている。4日は共同通信の
調査で判明した教団との接点が自民党の党所
属の国会議員の約4割に当たる146人に上る
記事を2面に据えている。

5日は、一面トップで国葬反対が拡大して
いるという記事。総合面には吉田元首相の国
葬に関連して平野元参院議員の証言が掲載さ
れている。佐藤首相から野党第一党の社会党
を説得するよう指示を受けた園田直衆院副議
長が説得工作に動いた内容。

7日は一転公表された16億6000万円の国葬

費の分析。8日は竹内洋一論説委員が「視点 

私はこう見る」で、元首相の国葬「儀」を考
察している。見出しは「前例踏襲の皮肉な結
果 安倍元首相の国葬『儀』」。竹内は「行政
府が単独で主催し、費用の全額を税金で負担
する実態に即せば『内閣葬』の方がふさわし
い」「弔問外交に支障は生じない」「それでも
首相が国葬儀を執り行うのなら、残るは戦前
回帰の響きだけだ」と結んでいる。9日は自
民党が公表した旧統一教会と自民党議員の詳
報。10日は27日に予定されている国葬への
関東地方の自治体、議会の対応を特集してい
る。
東京イチオシの大型特集「こちら特報部」
でもほぼ連日、旧統一教会の問題を取り上げ
ている。2日だと、旧統一教会系の国際勝共
連合が運動に同調する議員として麻生太郎副
総裁を挙げていたことを指摘、麻生に対して
説明を呼びかける記事。

3日は安倍元首相の家族葬の際に各地の教
育委員会が半旗掲揚を依頼した問題を「教育
の政治的中立性」の観点などから考察してい
る。6日はこの時点ではまだ政府が明らかに
していなかった国葬費の考察。総額90億円
説もあり、政府に対し説明を求めている。

7日は旧統一教会と世襲議員の癒着関係が
世襲されるのかどうかを細田博之衆院議長な
どの世襲議員に焦点を当て、分析している。
8日は55年前の国葬では一斉特番で放送した
テレビ局の今回の対応。「『テレビが弔意を押
し付けている』と批判されるのを気にして、
決めきれない」現状を紹介している。

10日は、2日前の、国会議員と旧統一教会
の自民党の点検作業で漏れた山谷えり子参院
議員、細田衆院議長、麻生副総裁、安倍元首
相などの重鎮について考察している。
【読売】だと、9月5日に掲載された一面
トップの世論調査。見出しは、「内閣支持率
横ばい50％ 本社世論調査」「旧統一教会対
応 『評価』76％」。国葬実施を「評価しない」



60 古賀　純一郎

56％（前 回46）、「す る」38％（前 回49％）
と反対が初めて上回った記事程度。【産経】
は特に見当たらない。【日経】は、8月末から
「旧統一教会と政治」がタイトルの3回続きの
連載を開始。9月1日は2回目で見出しは「韓
国では財閥の顔」。韓国内での事情を解説し
ている。3回目の2日の見出しは「特異集団」
「対策阻む縦割り 霊感商法の被害相談1200億
円 仏はカルト規制、強制解散も」など。

2、6紙の社説の比較
最後に、国葬や旧統一教会関連で取り上げ

た6紙の社説を比べる。期間は8月から岸田
首相が国葬について野党に初めて説明した国
会閉幕中審査後の9月10日前後あたりまで。
見出しである程度中身が分かるのでそれを並
べる。第4章の「4、清算を求める社説」と
一部重複するのでご了解いただきたい。
【朝日】は、「名称変更の経緯解明を 旧統
一教会」（8月9日）、「教団との関係 清算せ
よ 岸田新体制」（11日）、「これでは不信は断
てぬ 自民党と教団」（20日）、「臨時国会要求 

早期召集で責任果たせ」（23日）、「教団被害
救済 政権の本気度を問う」（25日）、「安倍氏
『国葬』 疑問は膨らむばかりだ」（28日）、「『国
葬』・教団 信頼回復 言葉だけでは」（9月1

日）、「『国葬』国会質疑 首相の説明納得遠の
く」（9日）、「自民党と教団 点検で幕引き許
されぬ」（10日）の9本。
【毎日】だと、「なぜ調査に動かぬ 自民党
と旧統一教会」（8月2日）、「これでは決別で
きない 内閣改造と旧統一教会」（11日）、「個
人に任せず徹底調査を 自民党と旧統一教会」
（19日）、「弔意を強要すべきでない 安倍氏
国葬と学校」（24日）、「これでは納得できな
い 説明なき国葬」（27日）、「この対応では疑
念が残る 萩生田氏・山際氏と教団」（30日）、
「解明には程遠い首相指示 自民の旧統一教会
調査」（9月1日）、「首相は疑念解消できるか 

『国葬』の閉会中審査」（6日）、「むしろ解明

はこれからだ 自民の教団調査結果」（10日）
で9本。
【東京】は、「会期伸ばして議論を尽くせ 

国葬と臨時国会」（8月5日）、「半旗掲揚の依
頼 強制は慎め」（9日）、「疑念を払しょくで
きるのか 岸田改造内閣が発足」（11日）、「旧
統一教会と政治 関係断つ意志見えぬ」（18

日）、「ぎろんの森 ゴルフよりも国会」（20

日）、「旧統一教会問題 実効性欠く政府の対
応」（25日）、「『国葬予備費から』 財政民主主
義に反する」（30日）、「安倍氏の調査が不可
欠だ 旧統一教会問題」（9月2日）、「反対拡が
る国葬 法的根拠も説明もなく」（6日）、「故
安倍氏『国葬』 実施形式の再考求める」（9日）
「旧統一教会調査」（9日）、「ぎろんの森 彼我
の『国葬』を考える」（10日）の12本。
これに対し、【読売】は、「目標を明確にし 

結果出せ 岸田改造内閣」（8月11日）、「首相
記者会見 政策遂行し着実に成果出せ」（9月
1日）、「安倍氏の国葬 追悼の場を静かに迎え
たい」（9日）。見出しに入っているのはわず
かに1本。いずれも政権を激励している。　
【産経】は「一刻も早く国難に対処を 第二
次改造内閣」（8月11日）、「政治と旧統一教
会」（12日）、「安倍元首相の国葬 万全尽くし
堂々と実施を」（9月1日）、「首相のおわび　
国民の信用取り戻すには」（3日）、「安倍氏
を堂々と送りたい 国葬で閉会中審査」（9日）、
「自民党はきっぱり手を切れ 旧統一教会調査」
（10日）の6本。「政治と旧統一教会」では、
「疑念を払拭できない教団とは明確に一線を
画すべき」と求めている。「首相のおわび」
は、記者会見での首相のお詫び発言について
の今後の対応を指南している。【日経】「自民
は旧統一教会との関係是正を急げ」（8月27

日）、「自民は調査を尽くし自浄能力を」（9

月11日）の2本。前者が「実態を調査し、社
会的に問題のある団体との関係是正を急ぐべ
き」、後者は調査から除外された安倍元首相
の調査を求めている。
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与党寄り3紙の社説がこれ以外で取り上げ
ている政治関連のテーマは8月24日に首相が
表明した原発再稼働、新規原発の新設の検
討。辛口3紙が疑義を表明しているのに対し、
政権党寄り3紙は歓迎を表明している。国論
が二分されている元首相の国葬や旧統一教会
と政界の癒着の是正、そして原発再稼働につ
いては、真っ二つに分かれている。権力を監
視する使命でも前回と同じく2つの勢力に分
かれている。 （続）
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